
●健全化判断比率の推移 （単位：％）

区分

Ｒ２年度

Ｒ３年度

Ｒ４年度

Ｒ５年度

Ｒ６年度

連結実質赤字比率･･･全ての会計の赤字や黒字を合計し、荒尾市全体としての赤字の程度を指標化し、単年度の財政運営の悪化の度合い

    　　　　   大きくなるほど、将来見込まれる負担額が大きいことを示します。

・各欄の中段（　）内は早期健全化基準、下段｛　｝内は財政再生基準（将来負担比率には財政再生基準は無し）

―
（350.0）

12.1
（350.0）

9.5
（25.0）
｛35.0｝

【用語の説明】

                 債費に対する負担金なども含めた実質的な公債費を指標化した比率をいいます。数値は直近３年間の平均値です。

将来負担比率･･･市債の償還額や将来支払うこととなる可能性のある負担額などの現時点での見込み残高を指標化したものです。数値が

実質公債費比率･･･一般会計の公債費（借金の返済額）だけでなく、公営企業会計等の公債費に充てるための繰出金や一部事務組合の公

実質赤字比率･･･一般会計の赤字の程度を指標化し、単年度の財政運営の悪化の度合いを示す比率をいいます。

　　　　　　　　　 を示す比率をいいます。

―
（13.02）
｛20.00｝

―
（18.02）
｛30.00｝

―
（18.02）
｛30.00｝

9.6
（25.0）
｛35.0｝

88.1
（350.0）

―
（13.02）
｛20.00｝

92.8
（350.0）

令和６年度決算に基づく健全化判断比率

―
（17.99）
｛30.00｝

将来負担比率

9.4
（25.0）
｛35.0｝
9.4

（25.0）
｛35.0｝

―
（12.99）
｛20.00｝

―
（13.05）
｛20.00｝

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率

―
（18.05）
｛30.00｝

―
（12.98）
｛20.00｝

―
（17.98）
｛30.00｝

10.1
（25.0）
｛35.0｝

　実質赤字比率及び連結実質赤字比率は、実質赤字が生じておらず、いずれの比率も該当ありません。また、実質公債費比率及び将来負
担比率は早期健全化基準を下回っています。令和６年度の荒尾市の財政は財政健全化計画の策定を義務付けられる状態ではありません。
　しかしながら、将来への投資や物価高による行政経費の高騰などにより、自治体の貯金にあたる積立基金のうち、年度間の財源不均衡
を調整するための財政調整基金は、令和４年度末に約４０億９，０００万円あった残高が、１７億５，０００万円まで減少しています。
　新たなまちづくりは軌道に乗りつつありますが、税収増の効果が現れるまでには時間が必要である一方で、今後も社会保障関係経費な
ど多くの財政需要が見込まれることから、本市の財政状況は非常に厳しい状況となってきています。今後将来にわたる持続可能な健全財
政運営のため、さまざまな収入確保策や歳出抑制策の検討を進め、歳入に見合った歳出の徹底を図ってまいります。

53.4
（350.0）

－ 11 －


